
 

 

別添３ 

 

 

一般競争入札参加資格確認申請書 

令和４年  月  日   

 

   いわき市長 様 

住    所              

申請者 商号又は名称              

代 表者氏名                ○印    

 

  令和４年１月21日付けで公告のありました一般競争入札の参加資格の確認を受けるため次の

とおり関係書類を添えて申請します。 

  なお、公告で掲げられた入札参加資格をすべて満たす者であること及び添付書類の内容につ

いて事実と相違ないことを誓約します。また、入札参加資格を満たさなくなった場合は速やか

に報告します。 

 

対 象 

件 名  教育施設で使用する電力の供給 

供給場所 いわき市平字揚土５番地ほか 地内 

添 付 書 類 

(１) 登録小売電気事業者であることを証する書類の写し 

   （旧電力会社は提出不要） 

(２) 事業者概要書（様式１） 

(３) 環境配慮条件への適合証明書（様式２）  

(４) 公共施設電力供給実績書（様式３）  

 

 

 



 

 

（様式１） 

事 業 者 概 要 書  

事 業 者 名   

所 在 地   

支店・支社   

電話 

番号 
  

FAX 

番号 
  

問合 

せ先 
担当者   

電話番号 

E メール 
  

事 業 者 概 要 に つ い て 

設立年月日   

資本金額     

電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第 2

条の 2 の規定に基づく小売電気事業者とし

ての登録 

※登録を証する書類の写しを添付 

 （旧電力会社は提出不要） 

有 無 

地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 

号）第 167 条の４の規定に該当 
有      無 

会社更生法・民事再生法の規定による申し

立て 
している していない 

社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び

雇用保険をいう。）への加入 
有 無 

いわき市契約等に係る暴力団等の排除に関 

する要綱（平成 22 年２月 22 日制定）第４ 

条第１項に規定する排除措置対象者に該当 

する しない 

いわき市工事等に係る指名競争入札参加者 

の資格審査及び指名等の基準に関する要綱 

（昭和 52 年３月 28 日制定）に基づく入札 

参加者選定基準による指名排除措置を受け 

ていない者及び指名停止基準による指名停 

止を受けていない者 

受けている 受けていない 

日本国内に本店を有する者又は、地方公共

団体の物品又は特定役務の調達手続の特例

を定める政令（平成 7 年政令第 372 号。以

下「特例政令」という。）に定める欧州連

合の供給者。 

有 無 

（添付資料） 
・事業者の沿革、事業内容及び組織

が分かる書類  

・供給電源の所在地、当該電源の出

力、電気の送電方法、供給可能地域

が分かる書類 
 



 

 

（様式２） 

環境配慮条件への適合証明書 

 次のとおり相違ないことを証明します。 

 

１ 電源構成及び二酸化炭素排出係数の情報の開示方法 

開 示 方 法 番 号 

①ホームページ   ②パンフレット    ③チラシ 

④その他（                    ） 

 

２ 令和元年度の状況 

 
項  目 

自社の 

基準値 
点数 

① 
令和元年度1kWh当たりの二酸化炭素排出係数 

（単位：kg-CO2/kWh） 

  

② 令和元年度の未利用エネルギー活用状況 
  

③ 令和元年度の再生可能エネルギー導入状況 
  

 

 項  目 取組の有無 点数 

④ 需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取組 
  

 

①～④の合計点数 
 

注１) １の開示は、経済産業省「電力の小売営業に関する指針」（最新版を参照）に示された電源構成

等の算定や開示に関する望ましい方法に準じて実施していること。なお、新たに電力の供給に参

入した小売電気事業者（事業開始日から１年以内）であって、電源構成の情報を開示していない

者は、事業開始日及び開示予定時期（参入日から１年以内に限る）を「番号」欄に記載するこ

と。 

注２) ２の「自社の基準値」及び「点数」には、別添２により算出した値を記載すること。 

注３) １の開示方法（又は事業開始日及び開示予定時期）を明示し、かつ、２の合計点数が70点以上と

なった者を本案件の入札適合者とする。 

注４) １及び２の条件を満たすことを示す書類を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（様式３） 

電力供給実績調書 

 

 

注 １ 記載できる実績は 20 件を上限とし、過去２年間（令和元年 12 月～令和３年 12 月）

に、本市若しくは他の地方公共団体又は国（予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165

号）第 99 条第 9 号に掲げる公庫等を含む。）に対して電力を供給した実績とする。 

  ２ 施設名欄には、１契約あたり 1 施設の場合は施設名を記載し、1 契約あたり複数施設

の場合は施設類型と施設数を記載すること。 

  ３ 種別には、高圧電力、低圧電灯、低圧動力等を記載すること。 

  ４ 供給期間のうち、終了時期が到来していない場合は契約上の予定時期を記載すること。

また、終了時期が明示されていない場合は終了時期の記載は不要とする。 

  ５ 契約方法は、一般競争、指名競争、随意契約等の別を記載すること。 

 

【記入例】 

発注者 
施設名 

(施設類型) 
種別 供給期間 契約方法 

○○市 小学校 10 校、中学校 5 校 光津電力、低圧電労 令和元年 4 月～令和３年３月 一般競争 

 

発注者 
施設名 

(施設類型) 
種別 供給期間 契約方法 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     



 

 

（様式４） 

 

質問書 

 

令 和 ４ 年  月  日  

いわき市長 様 

 

住    所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名          印  

（連絡担当者） 担 当 部 署 名 

担 当 者 氏 名 

       T E L 

       F A X 

       電子メール 

Ｔ  

Ｘ  

 

 

教育施設で使用する電力の供給について、次のとおり質問いたします。 

 

質  問  事  項 回  答 

  

  

  

  

  

 

注 １ 質問がない場合は、質問書の提出は不要とする。 

２ 項目番号はつけないものとする。 

 



 

 

 

（様式６） 

 

辞退届 

 

令 和 ４ 年  月  日 

 

 いわき市長 様 

 

住    所 

商号又は名称 

代 表 者 氏 名           印  

代  

 

（連絡担当者）担 当 部 署 名 

       担 当 者 氏 名 

       T  E  L 

       F  A  X 

電 子 メ ー ル 

Ｔ Ｅ Ｌ 

Ｆ Ａ Ｘ 

 

 

教育施設で使用する電力の供給について、次の理由により参加を辞退します。 

      

 

  

辞退理由                              

 

 

 

 

 

 

 

 


